
■ 原子力災害に関する情報　詳しい測定結果は、市ホームページをご覧ください。
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◦表1 畑作物の直接支払交付金の交付単価
対象作物 数量払 ※1 営農継続支払（10a当たり）※2
小麦 6,510円/60kg

20,000円大豆 8,780円/60kg
菜種 7,280円/60kg
ソバ 13,800円/45kg 13,000円

※1 品質・等級や品種により単価に増減があります。
※2 数量払の内金となり、当年産の作付面積が対象
◦表2 水田活用の直接支払交付金の交付単価

対象作物 単価（10a当たり）

戦
略
作
物

麦、大豆、飼料作物 35,000円
WCS用稲 80,000円
加工用米 20,000円

飼料用米、米粉用米 収量と作況に応じ
55,000円～105,000円

産地交付金 4,000円～ 34,000円

◦表3 水田フル活用推進助成金の助成単価
対象作物 単価（10a当たり）

大豆、飼料作物、ソバ、菜種 20,000円
加工用米 10,000円
加工用米（チヨニシキ） 15,000円新市場開拓用米（輸出用米）
飼料用米（一般品種） 5,000円
飼料用米

（多収品種）
全地域対象 15,000円
重点推進地区（小塩江・大東地区） 30,000円

※予算の範囲内で、取り組み面積に応じて助成します。
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◦農産物などの放射性物質濃度の測定結果（2月分）（単位：件） ◦各地区の放射線簡易測定結果（4月2日～9日に測定）（単位：マイクロシーベルト／時）

※100Bq/kg超の農産物は流通していません。 ☞農政課☎（88）9139 ※測定マップを各公民館などに掲示しています。 ☞環境課☎（88）9130

品目 測定値（セシウム） 計検出せず 100Bq/kg以下 100Bq/kg超
野　菜 81 1 0 82
果樹類 0 0 0 0
穀　類 3 0 0 3
きのこ 0 0 0 0
山　菜 3 0 0 3
その他 4 2 2 8

計 91 3 2 96

地区 測定箇所 最小値 最大値 平均値
須賀川 60 0.06 0.13 0.09
浜　田 9 0.07 0.12 0.09
西　袋 63 0.06 0.18 0.10
稲　田 14 0.08 0.12 0.10
小塩江 25 0.06 0.12 0.09
仁井田 36 0.06 0.13 0.10
大　東 31 0.06 0.12 0.08
長　沼 48 0.08 0.19 0.12
岩　瀬 51 0.08 0.18 0.12
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０
０
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落
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■ 市公共施設等個別施設計画を策定
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公共施設の
　未来をデザイン

　
計
画
で
は
、
公
共
施
設
の
再
編

方
針
を
図
２
の
よ
う
に
８
つ
に
分

類
し
て
い
ま
す
。

再
編
方
針
を
８
つ
に
分
類
し

随
時
見
直
し

　
総
合
管
理
計
画
で
は
、
全
て
の

施
設
を
現
状
の
ま
ま
維
持
し
よ
う

と
す
る
と
１
年
当
た
り
約
76
億
５

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
方
針
に
基
づ
き

有
効
に
経
営

対
象
施
設　
令
和
２
年
３
月
31
日

時
点
で
市
が
管
理
す
る
建
物
と
道

路
、
橋
り
ょ
う
、
上
下
水
道
管
な

ど
の
イ
ン
フ
ラ
資
産

計
画
期
間　
上
位
計
画
で
あ
る
公

共
施
設
等
総
合
管
理
計
画
の
計
画

期
間
に
合
わ
せ
て
、
図
１
の
と
お

り
令
和
３
年
度
か
ら
令
和
８
年
度

ま
で
の
６
年
間
と
し
ま
す
。

　
施
設
類
型
ご
と
の
維
持
更
新
費

用
や
再
編
方
針
は
、
中
長
期
的
な

市
が
管
理
す
る
建
物
と

イ
ン
フ
ラ
資
産
が
対
象

観
点
を
必
要
と
す
る
た
め
、
お
お

む
ね
10
年
ご
と
に
短
期
・
中
期
・

長
期（
前
期
）・
長
期（
後
期
）の
４

つ
に
分
け
、
個
別
施
設
ご
と
に
今

後
行
う
べ
き
対
策
を
示
し
て
い
ま

す
。な
お
、短
期
に
あ
た
る
期
間
は
、

計
画
期
間
に
合
わ
せ
、
令
和
８
年

度
ま
で
の
６
年
間
と
し
ま
す
。

　
施
設
ご
と
の
再
編
方
針
は
、
計

画
策
定
時
点
の
お
お
ま
か
な
方
向

性
で
あ
り
、
具
体
的
な
再
編
を
実

施
す
る
と
き
は
、
関
係
者
な
ど
に

対
し
て
丁
寧
に
説
明
を
行
い
、
理

解
を
求
め
て
い
き
ま
す
。

　
ま
た
、
計
画
内
容
は
、
計
画
期

間
満
了
時
に
見
直
し
を
行
っ
て
い

く
予
定
で
す
が
、
人
口
減
少
や
市

民
ニ
ー
ズ
の
変
化
、
財
政
状
況
な

ど
様
々
な
要
因
や
公
共
施
設
の
利

用
状
況
な
ど
を
総
合
的
に
考
慮

し
、
見
直
し
が
必
要
と
判
断
し
た

と
き
に
は
、
計
画
期
間
中
で
あ
っ

て
も
見
直
し
を
行
っ
て
い
き
ま
す
。

千
万
円
と
い
う
莫
大
な
費
用
が
必

要
と
試
算
さ
れ
て
い
ま
す
。
限
ら

れ
た
財
源
の
中
で
必
要
な
公
共

サ
ー
ビ
ス
を
維
持
し
な
が
ら
、
施

設
を
維
持
し
て
い
く
た
め
に
、
策

定
し
た
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
方
針
に
基

づ
き
公
共
施
設
を
有
効
に
経
営
し

て
い
き
ま
す
。

※「市公共施設等個別施設計画」の詳しい内容
は、市ホームページをご覧ください。

◦図1 期間の考え方

◦図2 再編方針の考え方・イメージ
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維持
施設と機能を維持するため
に、計画的な大規模改修や建
て替えを行います。

複合化
⃝複合化：2つ以上の施設に
ある異なる機能を1つの施設
に集めます。

⃝集約化：2つ以上の施設に
ある同種または類似の機能を
1つの施設に集めます。

集約化

民間
活用

民間の資本やノウハウを導入
することで施設や機能の維持
を図り、計画的な大規模改修
や建て替えを行います。

規模
見直し

計画的な大規模改修や建て替
えに併せて、施設の適正な規
模を見直すことで、施設の費
用負担の軽減や、機能の発揮
と強化を図ります。

転用

施設を維持するために、計画
的な大規模改修や建て替えを
行う一方で、現在の用途を廃
止してほかの用途に変更しま
す。

整理

当面、大規模改修や建て替え
は行わず、小修繕を重ねて施
設を利用し、施設の劣化が進
んで危険が生じた際には、施
設を存続するか否か検討しま
す。

払下

大規模改修や建て替えを行わ
ず、施設の劣化が進んで危険
が生じる前までに施設の機能
を廃止して、ほかの主体に譲
渡します。

大規模改修・建て替え
は行わず、譲渡する

大規模改修・建て替え
は行わず、劣化が進ん
だ段階で存続するかど
うかを検討する

大規模改修・建て替え
時に別の用途に変更

大規模改修・建て替え
時に規模を見直す

民間が機能の
一部を運営

機能Ａの施設に
Ｂ施設の機能を
集める

大規模改修・
建て替え

民間市
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